
ANNEX-XI

水力発電設備の更新と増強

平成２６年２月２５日

OA: 関西電力㈱土木建築室 秋山 隆
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• 日本国内の水力発電所の平均年齢は還暦を超え、設備の老朽化や、
堆砂や濁水などの問題が顕在化しつつある。

• 純国産で、CO2を出さず、安価な水力発電は、低炭素社会のﾒｲﾝﾌﾟﾚｰﾔｰ
としてますます活躍が期待されている。

• 欧米では、風力、太陽光の間欠性を補完するための調整用電力として、
水力発電の価値が見直されつつある。

（背 景）

テーマ：水力発電設備の更新と増強
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• 水力発電所の更新・増強事例をその要因別に体系的に収集し、

適用された技術、更新・増強に至るプロセスや判断の基準となる

経済合理性、各種助成制度等の効果について分析し、

水力発電設備更新の際に最適な意思決定が行えるよう、

有用な情報をタイムリーに提供する。

（活動内容）

• 水力発電所を、より機能的、効率的、経済的に存続させていくために、
世界中から更新・増強の好事例を集める。

• それらの中から有効な政策・促進支援策や革新的技術などを抽出し、
世界に情報発信する。

（目 的）
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1．IEAメンバー国 （執行委員会、専門家会合）
日本（OA）、アメリカ、ノルウェー、オーストラリア、
フランス、フィンランド、ブラジル

2．その他の協力国

ニュージーランド、 カナダ
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Annex-XIの参加国

HYDRO国際学会でのAnnex-XIワークショップ IEA専門家会合



Work Item 2010 2011 2012 2013 2014 2015

1. 新しいAnnex活動の合意及び開始

2. 活動計画の策定

3. Annex-11 専門家会合

4.事例収集

第一次事例収集

スクリーニング

第二次事例収集

5. 事例の分析・評価

6.レポートの作成、公開

7.ワークショップ、 etc.

8. IEA水力実施協定 執行委員会

24th

25th 26th

*-1 *-3 *-5

24th 27th

Sep Oct July Oct May Feb

28th

June

5

Oct

29th

OctJune Marc
h

*-1:サクラメント、2011年7月 *-2 : ワシントン、2012年5月 *-3:ビルバオ、2012年10月
*-4:オスロ、2013年6月 *-5 : インスブルック、2013年10月

*-2 *-4 Hydro2014

30th 31th

5

全体スケジュール



Annex-XIをサポートする国内専門委員会

役職 指名 所属及び職名

委員長 秋山 隆 関西電力㈱ 土木建築室 計画グループマネージャー

副委員長 青山 順 関西電力㈱ 電力システム技術センター 水力グループ 課長

委員 稲垣 守人
東京電力㈱ パワーグリッドカンパニー 工務部
水力発電技術担当兼建設部 電源担当

委員 亀谷 泰久 中部電力㈱ 発電本部 土木建築部 水力グループ 副長

委員 近江 英俊 電源開発㈱ 土木建築部 主管技師長

委員 中村 彰吾
富士電機㈱ 発電・社会インフラ事業本部 発電プラント事業部
水力プラント部 品質保証グループ 主席
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本日発表の次第

１．日本の水力電源開発の歩み

２．事例収集の方法

３．事例収集の結果

４．報告書とりまとめのｲﾒｰｼﾞ
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和 平成

2014

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦

第1次 第2次 第3次 第4次 第5次発電水力調査

明治維新 73  78 97 11.3.11

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

・ダム（水路）式
・豊水量

・水路式
・平水量

・水路式
・渇水量

・貯水（調整）池式
・水系一貫開発

・石油代替
・中小規模
・環境調和

水力開発の幕開け

１．日本の水力電源開発の歩み

原子力

66

第5.5次

90-

・経済性
・阻害要因

70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災

日本の電源開発量の推移グラフ（縦軸：ｋW、横軸：年次）
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和 平成

2014

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦 第2次世界大戦明治維新

1951

73  78 97 11.3.11

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

水力開発の幕開け

１．日本の水力電源開発の歩み

原子力

66 90-70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災電力再編

M24

1891

160kW

1891

1760kW

1897

4800kW

1912
5700kW

1936

4500kW

1979

現在に至る
ペルトン水車

第2期建屋（現存）

第3期（現）建屋

蹴上PS運転開始（日本初の商業用水力発電所）

蹴上発電所

天功亮（てんこうをたすく） 「水
力エネルギーの開発は 天の
意志に叶うもの」 久邇宮
（くにのみや）殿下「琵琶湖疎水計画」

北垣国道・田辺朔郎

第2期
横軸フランシス 5台

第3期
縦軸フランシス 2台

第１期
ペルトン 20台
直流・交流混在

ペルトン2台
直流
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和 平成

2014

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦 第2次世界大戦明治維新

1951

73  78 97 11.3.11 

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

水力開発の幕開け

１．日本の水力電源開発の歩み

原子力

66 90-70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災電力再編

関西電力の水力開発
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和 平成

2014

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦 第2次世界大戦明治維新

1951

73  78 97 11.3.11 

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

水力開発の幕開け

１．日本の水力電源開発の歩み

原子力

66 90-70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災電力再編

黒部川水系
1927 1963

黒四柳ヶ原

神通川水系
1925

蟹寺

1973

下小鳥

1987

庄川水系

1926

平瀬

1930

小牧

1998

木曽川水系
1995

丸山

1954

大井

1924

近畿管内
蹴上

1911

八百津

殿山草木 大滝大迫

20031891

揚水式発電所
1970 

喜撰山
奥多々良木

奥吉野 大河内

1992 

2000

1945

三浦

1961

御母衣(電発)

1957

大桑野尻

2011

関西電力の水力開発
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和

2014

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦 第2次世界大戦明治維新

1951

73  78 97 11.3.11 

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

水力開発の幕開け

１．日本の水力電源開発の歩み

原子力

66 90-70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災電力再編

天竜川水系

新宮川水系

阿賀野川水系

主要河川の一貫開発

信濃川水系(梓川) 安曇、水殿、新竜島竜島

1923 1969

＜中～上流部、
小規模水路式＞ ＜揚水/ﾋﾟｰｸ供給、ﾀﾞﾑ群運用/河川水有効利用＞

198919521928

鹿瀬 沼沢沼

1960

奥只見 只見
田子倉

＜2大貯水池を中核
とする一貫開発＞

1928 1956

佐久間大久保 新豊根

1972

船明

1977

松川第一

1900

＜支流の小水力＞
＜第一～第九水力
一貫計画＞ ＜佐久間ﾀﾞﾑを中心とした開発＞

1899

鮒田 十津川
第一

19801960 1964

池原 奥吉野＜ﾛｰｶﾙ電源としての利用＞

1947

「河川総合開発
調査協議会」

＜十津川、北山川の一貫開発＞

平成
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和 平成

2012

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦 第2次世界大戦明治維新

1951

73  78 97 11.3.11 

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

水力開発の幕開け

１．日本の水力電源開発の歩み

原子力

66 90-70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災
F1事故

電力再編

各種支援制度

中小水力発電開発事業

新ｴﾈﾙｷﾞｰ等事業者支援

RPS法

RE全量買取制度(FIT)

1998

2003

2012

1980 2007

(＜1MW,水力対象/2007)

(1～30MW,一般事業者へ拡大/2003）

(＜1MW, 水路式、維持流量/2007)

(＜30MW)

渇水準備金 1965

電源開発促進税法 1974

電源開発促進対策特別会計法
（現：特別会計に関する法律）

1974

発電用施設周辺地域整備法
1974

2007

アロケーション方式
1952 1967

2003

出力(kW) 揚
水

一
般
水
力
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純国産

供給力の担い手

水力発電を取り巻く環境と求められる役割の変化

[ 特徴 ]

低価格

クリーン

再生可能

出力安定

[ 役割 ]

技
術
の
発
展

低炭素社会の
メインプレーヤー

アンシラリー・サービス
の提供者

設
備
対
策
逼
迫
度

瞬時起動

求
め
ら
れ
る
ニ
ー
ズ

環
境
・意
識
の
変
化

[ 変化 ]

１．日本の水力電源開発の歩み
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設備劣化のｲﾒｰｼﾞと対策の誘因

事例収集においては、設備の更新・増強の誘因に着目

劣化曲線

・環境 ・発電機能向上 ・安全性向上 ・第三者要因

・機能停止(老朽化)

時 間

・事故・災害

・故障頻発

健全度

使用限界ライン

誘

因

２．事例収集の方法



誘因/設備

（Ａ）

誘
因
／
設
備
で
分
類

誘因/設備

（Ｂ）

件 名

個別
事例
（国内）

個別
事例
（国内）

個別
事例
（海外）

データ集約

No.7 熊本県菊鹿発電所建設（再開発）工事 熊本県企業局 (A)
（C)
（E）

投資支援策
（発電所更新）
（地元より譲渡）

１998.11
～

2000.3

・発電所の更新にあたり、国の投資支援策を適用した事例である。

№25 田子倉発電所一括更新工事 電源開発㈱ (A)
電気設備

（一括更新）

2004
～

2012

・発電所の一括更新に当たって、水車のケーシングを残しスピードリングのみを取り換える事例は他に類が無い事例である。

№54 南向水力発電所設備改修工事 中部電力㈱ (A)
電気機器

（低周波振動）

1998.8
～

2000.6

・低周波振動対策として、①水圧脈動の低減と整流効果によるホワールの抑制のため、ドラフトチューブ円錐部に三角フィンの取付②ド

ラフトチューブラの断面積拡大等による流速低減等の対策を行った事例である。

№61
姫川第二発電所　土砂摩耗低減形状ガイ
ドベーンの適用

中部電力㈱ (A)
電気機器

（ランナ形状の変更）

2007.10
～

2007.12

・土砂摩耗対策として、流水中の土砂を含んだ流れ解析を行い、土砂摩耗低減に有効なガイドベーン形状を求め、ガイドベーンに採用し

た事例。

No.3 城山発電所改造事業 神奈川県企業庁 (A)
電気機器

（揚水発電所）
（更新事例）

1996.4
～

2001.5

・揚水発電所の更新工事事例である。

№30 土井発電所改修工事 中国電力㈱ (A)
電気機器

（水車更新）
（縦軸から横軸へ更新）

2008.7
～

2010.6

・水車の更新に当たって、立軸機2台から横軸両掛け水車1台へ更新した事例である。

№42 尾口発電所設備改修工事 北陸電力㈱ （Ａ）
電動サーボ
（自社開発）

2008.6
～

2011.9

一般水力発電所のﾘﾌﾚｯｼｭ事例（17.6MW⇒18.1MW）（ＨＦＤﾌﾗﾝｼｽ水車×２台⇒ＨＦﾌﾗﾝｼｽ水車×２台）

自社開発ハイブリッドサーボの採用

№63 上椎葉発電所水車・発電機更新工事 九州電力㈱ (A)
電気機器

（電動サーボ）

2006.8
～

2010.3

・水車：ガイドベーンの操作方式を油圧操作方式から電動サーボによる操作方式に変更した事例。（電動サーボ本体の47,600KW級水車へ

の導入は、国内最大）

№81 豊実発電所改修工事 東北電力㈱ （Ａ） (C)
立軸バルブ水車

効率化

2008.8
～

2013.9

老朽化に伴い建物も含む大型ﾘﾌﾚｯｼｭ事例（56.4MW⇒61.8MW）
水車型式の変更縦軸ﾌﾗﾝｼｽ水車6台⇒縦軸ﾊﾞﾙﾌﾞ水車2台

立軸バルブ採用に伴い大幅な効率化の実現

№87 西鬼怒川発電所　発電所改修工事 東京電力㈱ （Ａ） (C)
横軸バルブ水車
電動サーボ他

1997.9
～

1999.1

一般水力発電所の建物も含めてﾘﾌﾚｯｼｭした事例
開放型ﾌﾗﾝｼｽ水車⇒横軸ﾊﾞﾙﾌﾞ水車、電動サーボ化、出力：1MW⇒1.2MW

№78
大河内発電所　監視制御装置他更新プロ
ジェクト

関西電力㈱ (A)
制御ｼｽﾃﾑ

（大規模更新）

2008
～

2012

・揚水発電所の制御装置に関する大規模更新事例である。（制御盤関係を１５３面更新している）

№58 犀川水力発電所えん堤改修工事 中部電力㈱ (A)
土木建築

（SR堰への更新）

2002.10
～

2003.3

・河川の堆砂により、出水時上流堤防の限界付近まで水位が上昇していたことから堆砂による洪水被害防止と減電に対する解決策とし

て、堰堤の一部をSR堰化した事例。

№34 新大長谷第一発電所建設プロジェクト 富山県企業局 (A)
土木建築

（覆工一体型TBM工法）

1997.12
～

2001.9

・導水路の掘削に当たり、新技術である、覆工一体型TBM工法を採用した事例である。

№45 檮原川第三発電所リフレッシュ工事 四国電力㈱ (A)
土木建築

（新材料 FRPM管）

2005.9
～

2008.3

・導水路天端背面の空洞部に、長距離圧送性に優れ、充填性、非漏出性なども有する2液混合方式のフライアッシュ混合可塑性注入材を開
発し現場へ適用し、また水圧管路の材料として塗装の省略が図れるFRPM管を採用するなど新材料を採用した事例であり、既設の余水路を

減勢工として流用する等多くの工夫がなされた事例。

№40 ダムラジアルゲート取替工事 北陸電力㈱ (A)
耐震対策
（洪水吐）

2009.11
～

2012.4

・ラジアルゲートの大規模地震に対する扉体の設計にあたって、「大規模地震に対するダムの耐震性能照査指針（案）・同解説」を参考
として実施した事例。

事例
番号

件　　名
事　例
提供者

誘　因
（主）

事例の
ポイント

実施時期 事　例　概　要

参　考

誘　因
（副）

番
号 件 名 提供者

○○事例

○○事例

○○事例

○○事例

○○

○○

○○

○○

誘因/設備

（Ｃ）

誘因/設備

（Ｄ）

カテゴリー -

1

ｷｰﾎﾟｲﾝﾄ（１）

カテゴリー -

1
ｷｰﾎﾟｲﾝﾄ（2）

カテゴリー -

2
ｷｰﾎﾟｲﾝﾄ（１）

カテゴリー -

2
ｷｰﾎﾟｲﾝﾄ（2）
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キ
ー
ポ
イ
ン
ト
で

分
類

２．事例収集の方法



カテゴリーとキーポイントごとの分析

【 Category-1(更新・増強に関する政策・促進支援策等)のキーポイント 】

a) 国と地方のエネルギー政策
b) 投資支援策（固定価格買取制度(FIT）、RPS制度、資金援助、税の控除等)

c) 水系一貫水資源管理（総合開発計画、水利権等）
d) アセットマネージメント、ライフサイクルコスト分析
e) 低炭素社会における不安定電力系統安定化のためのプロジェクト
f） 環境保全及び改善

【 Category-2(更新・増強に関する技術)のキーポイント 】

a) 電気機械装置の技術革新と適用拡大
b) 保護と制御に関するシステムの改良
c) 土木建築分野の技術革新、適用拡大、新材料
d) 他の再生可能エネルギーの水力発電システムへの統合

17

２．事例収集の方法



18

区　分 事　業　者 事例数 区　分 事　業　者 事例数

秋田県産業労働部 1 北海道電力株式会社 2

山形県企業局 3 東北電力株式会社 1

栃木県企業局 6 東京電力株式会社 6

神奈川県企業庁 5 中部電力株式会社 13

山梨県企業局 5 北陸電力株式会社 3

富山県企業局 1 関西電力株式会社 12

徳島県企業局 1 中国電力株式会社 3

高知県企業局 1 四国電力株式会社 3

福岡県企業局 1 九州電力株式会社 6

熊本県企業局 2 電源開発株式会社 9

宮崎県企業局 3 合　計 21 87

卸供給
事業者

一般・卸
電気
事業者

87事例から類似事例等をまとめ、最終的に45事例を選定

３．事例収集の結果



一次事例収集 二次事例収集

日本 87＊） 45 (45)

ノルウェー 15 13 (7)

アメリカ 6 5(0)

フィンランド 1 1  (1)

オーストラリア 2 2 (2)

ニュージーランド 4 4 (0)

ブラジル 1 1 (1)

フランス／スイス 2 2(2)

計 73

(  ):提出済みの事例

事例収集状況

３．事例収集の結果
19

＊）：その後95事例まで収集



Category-1.：更新・増強に関する政策・促進支援策等

キーポイント 日本 海外

(a) 国のエネルギー情勢、政策 1 0

(b) 投資支援策 2 7

(c) 水系一貫水資源管理（総合開発計画、水利権等） 4 1

(d) アセットマネジメント、戦略的アセットマネジメント、ライフサイクル・コスト分析 5 15

(e) 低炭素社会における不安定電力系統安定化のためのプロジェクト 1 0

(f) 環境保全及び改善 6 0

Total 19 23

20

３．事例収集の結果
20



Category-2：更新・増強に関する技術

キーポイント 日本 海外

(a) 電気機械装置の技術革新と適用拡大 12 5

(b) 保護と制御に関するシステムの改良 2 0

(c) 土木建築分野の技術革新、適用拡大、新材料 11 0

(d) 他の再生可能エネルギーの水力発電システムへの統合 1 0

Total 26 5

21

３．事例収集の結果
21



22

３９事例の分布

（重点項目）
水系一貫開発：

堆砂、濁水：

耐震対策：

アンシラリー：

その他：

国内45事例の分布

３．事例収集の結果



[ 老朽化対策 ]

[ 安全性向上 ]

[ 環境対策 ]

[ 事故復旧 ]

[ 第三者要因 ]

[ 発電機能向上 ]

耐震補強

開発初期 現 在

更新
(既存価値の維持)

増強
(新しい価値の付加)

濁水・堆砂魚類

上下流ダム影響

増設

低コスト化

景観動植物

メンテフリー

地震 洪水

他目的適応

ハイスペック化

設計不具合

多目的化

延命化、廃止・新設

移転

アンシラリーサービス

アセット・マネジメント水系一貫開発

環境保全、改善

23

重点項目

３．事例収集の結果 数字：収集した事例数（合計45事例)

１ 4

１

１

１

23

2

2

3

2

4

15



カテゴリーとキーポイントごとの分析

【 Category-1(更新・増強に関する政策・促進支援策等)のキーポイント 】

a) 国と地方のエネルギー政策
b) 投資支援策（固定価格買取制度(FIT）、RPS制度、資金援助、税の控除等)

c) 水系一貫水資源管理（総合開発計画、水利権等）
d) アセットマネージメント、ライフサイクルコスト分析
e) 低炭素社会における不安定電力系統安定化のためのプロジェクト
f) 環境保全及び改善

【 Category-2(更新・増強に関する技術)のキーポイント 】

a) 電気機械装置の技術革新と適用拡大
b) 保護と制御に関するシステムの改良
c) 土木建築分野の技術革新、適用拡大、新材料
d) 他の再生可能エネルギーの水力発電システムへの統合

24

４．報告書とりまとめのｲﾒｰｼﾞ



（掲載国）
・日本
・ノルウェー
・米国
・オーストラリア
・欧州連合
・フィンランド
・フランス
・ブラジル

1-a) 国と地方のエネルギー政策

各国は、それぞれの国情に応じて、持続的発展と循環型社会の形成を目指した
独自のエネルギー政策を定めている。

エネルギー政策は、政府からの支援策をはじめ個別の施策に色濃く反映され、
企業行動などにも大きな影響を及ぼすことから、各国のエネルギー政策のうち再
生可能エネルギーに関連する部分を中心にまとめることとする。

■各国のエネルギー政策・保障、再生可能エネルギーへの対応

25

（関連情報）
・賦存資源
・国の経済／発展レベル
・環境意識
・電気事業の形態



• 施策、活用状況、効果

• 投資支援策のあるべき姿

1-b) 投資支援策（固定価格買取制度(FIT)、RPS制度、
資金援助、税の控除等）

■各国の再生可能エネルギー量確保のための投資支援策

施　策

中小水力開発促進指導事業費補助金（1986-2008）

中小水力発電開発費補助金（1980-2008）

新エネルギー等事業者支援対策費補助金（2007-2009）

地域新エネルギー等導入促進対策費補助金（2007-2009）

中小水力・地熱発電開発費等補助金（2007-)

新エネルギー等導入加速化支援対策事業（2011-)

上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業（2013-)

福島県市民交流型再生可能エネルギー導入促進事業（2013-)

電源立地地域対策交付金（1974-）

ＲＰＳ制度（2003-2011）

固定価格買い取り制度（2011-)

1971-1980 1981-1990 1991-2000 2011-2001-2010

水力開発促進のため
の条件整備

立地促進対策の推進

開発事業者の育成

初期発電原価の低減

日本における施策一覧の年表

①

②
③

26
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1868 1912 1926 1989

明治 大正 昭和 平成

2012

日清戦争 日露戦争 第1次世界大戦 第2次世界大戦明治維新

1951

73  78 97 11.3.11 

大規模水力開発の時代 環境に配慮した水力開発の時代 → 低炭素社会へ

バブル
崩壊

水力開発の幕開け

原子力

66 90-70

万博

ｵｲﾙｼｮｯｸ COP3 東日本大震災電力再編

水力発電に関する支援制度 中小水力発電開発費補助金事業

新ｴﾈﾙｷﾞｰ等事業者支援

RPS法

RE全量買取制度(FIT)

1998

2003

2012

1980 2007

(＜1MW,水力対象/2007)

(1～30MW,一般事業者へ拡大/2003）

(＜1MW, 水路式、維持流量/2007)

(＜30MW)

渇水準備金
1965

アロケーション方式
1952 1967

2003

80

37
44

111

64 63
50

29 24

0

5

10

15

20

25

30

35

0

20

40

60

80

100

120

地点数

平均出力（MW）中小水力発電ガイドブック 参照

一般水力の年度別運開量の推移

地
点
数
（
箇
所
）

平
均
出
力
（
M

W
）

①中小水力発電開発費補助金制度



②電気事業者による再生可能エネルギーの利用に関する

特別措置法（ＲＰＳ法）

 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 単位 

73.2 76.6 80.0 83.4 86.7 92.7 103.3 122.0 (億 kWh/年) 

利用義務量

28



③固定価格買取制度（FIT）

2013年における再生可能エネルギーの調達
価格および期間

←再生可能エネルギー

発電設備の導入状
況(2013.10末）

29



• c-1 水系一貫開発
– 中小規模河川の流域変更による一貫開発

• 日高一貫開発(北海道電力)：
– 4水系13発電所、合計出力 642MWに亘る一貫開発

– 比較的大規模河川での水系一貫開発
• 黒部川水系一貫開発(関西電力)：

– 1水系 11発電所、合計出力 894MWに亘る一貫開発

• 木曽川水系一貫開発(関西電力)
– 1水系 33発電所、合計出力 1,047MWに亘る一貫開発

• c-2 水系一貫土砂管理

• c-3 総合開発計画

• c-4 国際河川における利害調整

1-c) 水系一貫水資源管理（総合開発計画、水利権等）
30
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事例：黒部川水系（流水・流砂管理）

200

400

600

800

1000

1200

1400

0

10 20 30 40 50 600

仙人谷ダム

小屋平ダム

出し平ダム

宇奈月ダム

河口からの距離
[Km]

黒四

新黒三 黒三

宇奈月

EL131

EL1448.000

黒部ダム

新柳河原

EL858.500 黒四放

EL556.000 黒三放

EL343.000 黒二放

EL131.152 愛本放
水口

新黒二

黒二

音沢
EL240.000 新柳河原放

愛本

猫又地区

標高
ｍ

約1,300m

①水位低下
②排砂・通砂中
③排砂・通砂後
の措置

①

②

③

連携排砂

(昭和60年竣工)

(平成12年竣工)



• d-1 既設設備を活用したｱｾｯﾄﾏﾈーｼﾞﾒﾝﾄ

– 既設設備の通水能力余力を活用

• d-2 安全性向上のためのｱｾｯﾄﾏﾈーｼﾞﾒﾝﾄ

– リスクの定量評価→安全対策として種々の取り組み

• d-3 戦略的アセットﾏﾈーｼﾞﾒﾝﾄ

– 収益貢献、投資、優先順位、ﾗｲﾌｻｲｸﾙ・ｺｽﾄ分析

1-d) ｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ、戦略的ｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ、
ﾗｲﾌｻｲｸﾙ・ｺｽﾄ分析

32

□様々な資源や資産・リスクなどを管理し、経営上の効果を最適化

□長期的な発展を視野に入れ、明確な目標や成長戦略を立て
一過性に終わらせないことが戦略的マネージメント

・熊川第一発電所(東京電力)

・新黒薙第二発電所、御岳発電所（関西電力)



• e-1 電力系統安定化

– 周波数調整能力の確保

• 奥多々良木発電所（関西電力）
– 発電電動機を定速機から可変速機への改修

1-e) 不安定電力系統安定化のためのプロジェクト
33

• 火力発電所は、機械特性上、AFC調整率が低い（実出力の5%程度しかない）
ため、深夜帯では余剰電力が発生し、これを揚水運転することにより、ロスが
発生する。

• このロスを低減させる方策として、既設揚水発電所の可変速化工事が行われ
ている。
（通常は、ポンプの特性上、揚水運転時の入力調整ができないため、AFC運
転ができない。）



工事前
（定速機） 新設機器

除却機器

流用機器

工事後
（可変速機）

改造機器

回転子は突極形
回転子は円筒形

奥多々良木発電所１・２号発電電動機 改良範囲 34

・固定子軽量化(590t→490t）による既設天井クレーンの流用
・固定子基礎、下部廻りの既設流用



1-f)環境保全及び改善

• f-1 希少鳥類対策
• f-2 魚類対策

• f-3 堆砂、濁水対策
• 旭ﾀﾞﾑ貯水池ﾊﾞｲﾊﾟｽ排砂設備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(関西電力)：

– 旭ﾀﾞﾑ（H=86m ｱｰﾁﾀﾞﾑ:関西電力），排砂ﾊﾞｲﾊﾟｽ（H=3.8m B=3.8m L=2,370m）

• 耳川水系山須原ﾀﾞﾑ･西郷ﾀﾞﾑ通砂対策工事(九州電力)：
– 山須原ﾀﾞﾑ(H=29m 洪水吐ｹﾞｰﾄ中央２門撤去 天端高9.3m切下げ)

– 西郷ﾀﾞﾑ(H=20m 洪水吐ｹﾞｰﾄ中央4門撤去 天端高4.3m切下げ)

• 西吉野第一･第二発電所表面取水設備及び清流ﾊﾞｲﾊﾟｽ増設(電源開発)：
– 清流ﾊﾞｲﾊﾟｽ（内径=0.4m 延長=400m 流量=0.3m3/s）
– 表面取水装置(表面取水範囲HWL436m～EL422m 扉体幅=5m 扉高=26m 

Q=16.7m3/s)

• 濁水対策ﾌｪﾝｽ設置(四国電力)：

• f-4 景観および文化財保護
• f-5 産業廃棄物の3R(Reuse,Recycle,Reduce)対策
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36旭ダム貯水池バイパス排砂設備プロジェクト

吐口部

トンネル部
長さ：2,350m

勾配：1/34

幅：3.8m

高さ：3.8m

呑口部（堰）
高さ：13.5 m

幅 ：45 m



37耳川水系山須原ﾀﾞﾑ･西郷ﾀﾞﾑ通砂対策工事(九州電力)

洪水時ダム通砂計画の概要

耳川水系 ダム・発電所位置図
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〔大内原ダム〕 

ダムの改造はおこないません 

貯水池周辺の護岸対策を計画中 

ダム改造工事計画の概要



西吉野第一･第二発電所表面取水設備及び

清流ﾊﾞｲﾊﾟｽ増設(電源開発)：

流域概要図

発電所位置図

表面取水設備

清流バイパス

黒渕ダム

バイパス取水口

バイパス放水口

清流バイパス

西吉野
第一発電所
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弧状推進工法に
よる掘削
φ =0.4m
L=400m
放流量=0.3m3/s



清流バイパス 放水口周辺状況写真

N
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黒渕調整池

清流バイパス
（放水地点）

紀の川水系
丹生川

西吉野第二へ



• a-1 出力および発電電力量増加
– 【水車形式および台数変更事例】

– 【水車発電機全面更新事例】
– 【 CFDによる水車ランナ等の部分更新事例】

• 豊実発電所（東北電力）：

• 鬼怒川発電所(東京電力)：

• a-2 メンテナンス性向上を目的とした設備更新
– 【流れ解析による形状変更／土砂摩耗対策を施した事例】

– 【耐キャビテーション性能を向上させた新材料を適用した事例】

– 【電動サーボモータ、ハイブリッドサーボモータを適用した事例】

– 【オイルレス化、冷却水レス化を行った事例】

• a-3 維持流量発電による発電機能の向上

• a-4 既設コンクリート埋設構造物を流用した一括更新工事

2-a）電気機械装置の技術革新と適用拡大 41



事例：豊実発電所（東北電力）

阿 賀 野 川 水 系 図
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所在地： 新潟県東蒲原町（阿賀野川水系中流部）
出 力： 56,400kw（昭和4年運転開始）

・８０年が経過し老朽化が進んだため、水車・発電機、発電所基礎ｺﾝｸﾘｰﾄを改修
（H20.8着工、H25.9竣工予定）

・立軸ｶﾌﾟﾗﾝ水車6台⇒立軸ﾊﾞﾙﾌﾞ水車2台（出力：61,800KW)



 既 設 

改修計画 

凡　例

取水口

導水路・水槽

発電所

放水路
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水車・発電機6台

水車・発電機2台



 既 設 

改修計画 

凡　例

取水口

導水路・水槽

発電所

放水路
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立軸フランシス水車

立軸バルブ水車

（低落差対応のカプラン水車）



水力発電所のリフレッシュ事例

■東京電力㈱西鬼怒川発電所（建物まで含んだ一括ﾘﾌﾚｯｼｭ）
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所在地： 栃木県河内郡（利根川水系鬼怒川中流部）
出 力： 1,000kw（昭和３年５月運転開始）

・７０年が経過し老朽化が進んだため、水車・発電機、発電所建屋を改修
（H11.1竣工）

・横軸可動羽根S型ﾁｭｰﾌﾞﾗ水車に更新（出力：1,200KW)



・西鬼怒川発電所リフレッシュ前後の平面図と断面図

（リフレッシュ前）

（リフレッシュ後）
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既設放水路を利用

横軸可動羽根Ｓ型チューブラ水車(1.2MW)1台

横軸露出型複輪フランシス水車(580kW)2台



・西鬼怒川発電所リフレッシュ前後の写真

（外観全景リフレッシュ前） （外観全景リフレッシュ後）

（水車室全景リフレッシュ前） （水車室全景リフレッシュ後）

47



• b-1 一般水力発電所制御機器の更新

• b-2 揚水発電所制御装置の更新

• b-3 汎用マイクロ水車発電機を制御方法で
狭隘設置場所に適合

2-b）保護と制御に関するシステムの改良 48

・城山発電所（神奈川県企業庁)

・蔭平発電所(四国電力)



• c-1 既設ダムの改造
– 通砂機能の付加や水資源の更なる有効利用

• 耳川水系山須原ダム・西郷ダム通砂対策工事（九州電力）：
– 山須原ダム（コンクリート重力式、高さ29.4m、堤頂長91.1m）
– 西郷ダム（コンクリート重力式、高さ20.0m、堤頂長84.5m）の改造

• 帝釈川ダム保全対策（中国電力）：
– 帝釈川ダム（コンクリート重力式、高さ62.4m、堤頂長35.9m）の改造

• c-2 既設ﾀﾞﾑｹﾞｰﾄ設備及び水路橋(水管橋) の耐震性能向上対策
– 既設ダムゲート設備の耐震裕度向上事例

• 既設管理橋を活用したダム水門柱の耐震裕度向上工法の開発（中部電力）：
– 笹間川ダム（ラジアルゲート2門、高さ11.8m、幅9.0m）他4ダムのダム水門柱の
耐震裕度向上

• 神一・神ニ・仏原ダムラジアルゲート取替工事（北陸電力）：
• 屈足ダム洪水吐ゲート耐震補修：

• c-3 既設取水堰の改修
• c-4 水圧鉄管への新材料の採用
• c-5 既設設備の再利用

2-c）土木建築分野の技術革新、適用拡大、新材料 49



既設管理橋を活用したダム水門柱の耐震裕度向上工
法の開発（中部電力）：

条件：内陸の活断層に起因する地震とプレート境界地震を勘案し、対象ダム水門柱に現在か
ら将来にわたり最大級の影響を及ぼすと考えられる地震動、すなわちレベル２地震動に
よる耐震性能照査

対策：洪水吐ゲート上部の既設管理橋の可動支承部で、常時は変位を許し、地震と同時に
固定する高減衰ダンパー特殊適用法により、既設管理橋を水門柱耐震部材として活用

効果：水門柱の耐震性能が大幅に向上し、レベル２地震後も洪水処理機能を維持できる信
頼性が高まり、保安レベルが向上

実施期間：H21～22
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ピン構造部材設置部

高減衰ダンパー設置部

既設洪水吐の構造概要 改良後洪水吐の基本構造概要
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• d-1 水力発電所における他の再生可能エネルギーの統合

• 利賀川第二発電所におけるハイブリッド電源システムを利用した

ゲート制御（関西電力）：

– （太陽光発電84W×4枚、風力発電1,000W×1台、バッテリー
12V×108Ah×8個）

2-d) 他の再生可能エネルギーの水力発電システム
への統合
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太陽光・風力発電設置状況（利賀川第二発電所）
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太陽光パネル 風力発電装置

バッテリー

制御パネル

巻き上げ機



おわりに

• これからの日本の電力供給は甚だ不透明であるが、
低炭素社会に向けて、再生可能エネルギーの比率
が高まるであろうことは疑いのないところ。

• 資源の乏しいわが国であればこそ、貴重な水力エネ
ルギーを最大限有効活用することが求められるので
はないか。

• 先人から引き継いだ知恵と世界の情報をフルに活か
して、日本に合った電力供給システムの構築に貢献
していきたい。
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ご清聴ありがとうございました。
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